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 防災・減災の取組みを推進する過程に以下のような視点を取り入れることで、男女共同

参画のさまざまな課題が浮き彫りになり、男女共同参画社会の実現を加速化することが期

待される。 
 

１． 災害発生時に平常時必要な母子支援の機能 

北部九州豪雨で被災した福岡県朝倉市では、被災した妊産婦や乳幼児にとって一次避

難所の生活は非常にストレスが多く、避難所で疲労したり、避難所を出る妊産婦がいたこ

とから、地元の民間ボランティア団体が母子のための災害支援センターを開設した。障が

い者や高齢者、妊産婦や乳幼児のために二次避難所として福祉避難所というしくみもあ

るが、福祉避難所に入所したとしても、昼夜関係なく泣いたり、深夜でもミルクをあげる

必要がある乳幼児を抱えた母親にとって、周囲への遠慮からのストレスは変わらない。福

祉避難所とは別に、母子支援避難所を開設できるように、平常時から適切な施設･機関と

の協定を結んでおく必要がある。また、妊産婦だけでなく、被災によるストレスからの生

理の遅れなど思春期や若年層も対象に、女子や女児の健康について気軽に相談できるし

くみも必要であり、地域の助産師などの専門家のネットワーク構築が望まれる。 
 
２． 災害発生時の緊急登庁における子育て支援 

防衛省では災害派遣等の緊急時に、子どもの預け先の確保が困難なために、同伴し

て登庁せざるを得ない隊員の子どもを預かる施策「緊急登庁支援制度」がある。このし

くみを近隣の自治体や、電力やガス、通信会社などライフラインを担う企業にも展開す

ることで、平常時から子育て中の従業員への配慮や支援体制の向上をはかり、ひいては

仕事と家庭の両立の促進が期待できる。 

 

３．地域の女性リーダー育成 

自治体の防災会議の委員、また、被災現場での避難所運営や復興計画づくりに関わるリ

ーダーとして、女性人材の登用と育成は進んできたとは言え、まだ十分とは言えない。福

岡県内でも地方防災会議を設置する 54 の自治体のうち、女性委員がいない市町村が 12  

ある。一方、北九州市は 44.6％、福津市は 35.7％と高い自治体もあり、首長のリーダー

シップのもとに、委員の選定に工夫をしている。また、今回の北部九州豪雨の被災地でも、

避難所運営や復興計画づくりのリーダーに女性は少なかったので、平常時から地域コミュ

ニティをリードする人材の育成とネットワーク化が喫緊の課題であることをさらに強調

する必要がある。 
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